
は じ め に

平成１０年１０月に企業会計審議会から公表された「税効果会計に係る会計基

準」（以下「税効果会計基準」）では，「税効果会計は，企業会計上の資産ま

たは負債の額と課税所得計算上の資産または負債の額に相違がある場合にお

いて，法人税その他利益に関連する金額を課税標準とする税金（以下「法人

税等」という。）の額を適切に期間配分することにより，法人税等を控除す

る前の当期純利益と法人税等を合理的に対応させることを目的とする手続で

ある」として，税効果会計の意義と目的が明言されている。すなわち，税効

果会計は法人税等の期間配分の手続きであり，その目的として法人税等を控

除する前の当期純利益（以下「税引前当期純利益」）と法人税等を合理的に

対応させることがかかげられている。税効果会計基準で規定されている個別

具体的会計処理基準が，この目的の達成に適合するかどうか疑問を提起し，

適合していない部分についての改善策を提案するのが本稿の目的である。

１ 税引前当期純利益と法人税等の対応

従来の損益計算は収益と費用の対応を重視してきた。収益と費用に原因・

結果関係，犠牲・効果関係または努力・成果関係が認められる場合に対応が

認められ，そのような関係が認められない場合に対応関係がないとされた。
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対応関係のある収益と費用の差額として計算される損益は当期の経営成績を

表すと考えられた。しかし，税効果会計における対応はこのような対応では

ない。

税効果会計における対応は，税引前当期純利益から法人税等を控除して当

期純利益を表示することを意味する。この対応の合理性は税引前当期純利益

が負担すべき法人税等が計上されているという税負担の合理性である。税引

前当期純利益が負担すべき法人税等の額は損益計算書の税引前当期純利益に

当期の法人税等税率を適用して得られる金額である。税引前当期純利益が負

担すべき当期法人税等を控除して残る当期純利益は当期の最終的経営成績を

表すと考えることができる。

企業会計上の税引前当期純利益を課税標準として法人税等が計算されるな

ら，税引前当期純利益と法人税等の合理的対応は常に保たれることになる。

この合理的対応が損なわれるのは期間差異が存在するからである。

企業会計上の当期純利益は収益と費用の差額として計算される。他方，法

人税等の課税標準である企業所得は益金と損金の差額として計算される。益

金と損金の差額である所得に税率を適用して計算された金額が，企業会計上

の税引前当期純利益から控除され，企業会計上の当期純利益が計算表示され

る。

企業会計上の収益と税法上の益金が等しく，企業会計上の費用と税法上の

損金が等しければ，益金から損金を控除してえられる所得に税率を適用して

得られた法人税等の金額は税引前当期純利益が負担すべき税額と等しく，税

引前当期純利益と法人税等は期間的に合理的に対応し，当期純利益は当期の

最終成績を忠実に反映するものとなる。

しかし，財政政策や経済政策が税法に反映される結果，税法上の益金と企

業会計上の収益，税法上の損金と企業会計上の費用，ひいては課税所得と企

業会計上の税引前当期純利益に相違が生じる。その結果，損益計算書におい
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て税引前当期純利益と法人税等の対応の合理性が損なわれる。このような収

益と益金，費用と損金の差異で将来解消される差異が期間差異であり，タイ

ミング差異である。期間差異の存在によって損なわれた対応の合理性を回復

する手段が法人税等の会計であり，法人税等の処理方法としての繰延法であ

る。繰延法の採用によって，税引前当期純利益と法人税等の対応関係の損傷

は完全に回復可能である。それにもかかわらず，我が国税効果会計基準は，

繰延法ではなく，資産負債法を採用している（「税効果に係る会計基準の設

定に関する意見書」（以下「意見書」）第三）。

２ 資産負債法の採用

企業会計上の収益と法人税法上の益金が異なることにより，企業会計上計

上された収益に対する課税が次期以降に延期される効果が生じる。将来の税

負担が確実であれば，この効果は債務の発生を意味する。この効果を適切に

処理しないで放置すれば，それは負債のオフバランス化となる。企業会計上

の費用と法人税法上の損金が異なることにより，企業会計上法人税等の前払

効果が生じる。前払は将来支出の節約であり，将来の節税効果である。それ

を適切に処理しないとすれば，資産のオフバランス化となる。負債の繰延効

果と資産の繰延効果を適切に認識し，オフバランス項目をオンバランス化す

ることは税効果会計の目的の一つであろう。そのような目的に適切に対処す

る方法が資産負債法である。資産負債法で採用する差異概念は一時差異概念

であり，適用される税率は将来税率である。

資産負債法の採用は，一時差異が期間差異を包摂するから，オフバランス

項目のオンバランス化による貸借対照表の財政状態表示機能の改善に寄与す

るだけでなく，税引前当期純利益と法人税等の合理的対応にも寄与する。し

かし，資産負債法は，税引前当期純利益と法人税等の合理的対応を損なう新

たな問題を生じさせる。本稿ではこれを対応阻害要因と称する。
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３ 対応阻害要因

資産負債法を採用したことによって，税効果会計基準の中に組み込まれた

対応阻害要因は図表１で示すとおりである。

図表１ 対応阻害要因

�１ 一時差異に準じる差異の税効果の認識
�２ 将来税率の適用
�３ 税率変更の影響額
�４ 税効果の回収可能性テスト
�５ 税効果の負担可能性の検討
�６ 回収可能性の変化による繰延税金資産の増減

�１ 一時差異に準じる差異の税効果の認識

資産負債法を採用すると，差異概念は期間差異概念でなく，一時差異概念

となるが，資産負債法の目的達成のためには，一時差異には該当しないが，

一時差異と同様の税効果を有する差異（一時差異に準ずる差異）についても

一時差異と同様の処理を必要とする。税効果会計基準では「将来の課税所得

と相殺可能な繰越欠損金等については，一時差異と同様に取り扱うものとす

る」（税効果会計基準第二，一，�１）と規定されている。

企業会計上の繰越欠損金は勘定科目としては繰越利益剰余金の借方残高で

ある。従って，その残高が次期以降の損益計算上費用に計上されることはな

い。しかし，税法上は翌期以降一定期間の課税所得の計算上損金に算入する

ことが認められている。これは，たとえば，財務会計上，税引前当期純損失

を計上すれば，次期以降の回収可能性が認められことを条件に，繰延税金資

産の計上が認められ，同額の法人税等調整額が貸方に計上されることを意味

する。すなわち，税効果の金額だけ，当期純損失が減少する。問題は税引前

当期純損失と繰越損失に係る貸方法人税等調整額の対応に合理性があるかど

うかである。また，税効果会計実施後の当期純損失が果たして当期の経営成

績を表すかどうかである。
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この点をケース１を用いて検討する。

ケース１ X１期に繰越損失が発生し，X２期の法人税等の計算上これを

損金に算入する。X１期の税引前当期純損失を１００，X２期の税引前当期純

利益を１００とする。法人税等の税率を４０％とする。

現行税効果会計基準に基づく会計処理は次のとおりである。

X１期 （借）繰延税金資産 ４０（貸）法人税等調整額 ４０

X２期 （借）法人税等調整額 ４０（貸）繰延税金資産 ４０

これに基づいて損益計算書を作成すると図表２および図表３のようになる。

X１期は繰越損失があるから法人税等は零と仮定し，X２期は繰越損失の損

金算入により法人税等を零と仮定している。なお，法人税等を零表示してい

るのは説明の都合によるものである。

図表２ X１期損益計算書 図表３ X２期損益計算書

税引前当期純損失 １００
法人税等 ０
法人税等調整額 ４０ ４０
当期純損失 ６０

税引前当期純利益 １００
法人税等 ０
法人税等調整額 ４０ ４０
当期純利益 ６０

税効果会計を実施しなければ，X２期の法人税等は零であり，税負担が全

くないことになる。税効果会計を実施することによって，法人税等の負担額

が４０と表示される。これは税引前当期純利益の４０％であり，税引前当期純利

益と法人税等が合理的に対応されたことを示している。

問題は X１期である。X１期の貸方法人税等調整額と税引前当期純損失の

対応に合理性があるかどうかである。税引前当期純損失の計上が税効果を生

じさせたと考えれば，対応を認めるべきであるように思われる。もしその見

方が正しいなら，その税効果は繰延税金資産の回収可能性を問わずに，無条

件に計上すべきであろう。しかし，税効果会計基準ではそのような処理に

なっていない。損失は損失であって損失が利益を生み出すという前提には矛
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盾がある。繰越損失計上に伴う税効果は，税法独自の政策から生じた効果で

ある。税引前当期純損失に対応させるべき税額は零と考えるのが合理的であ

る。したがって，繰越損失の税効果を税引前当期純損失に加算することは税

引前当期純利益（損失）と法人税等の合理的対応を損なうものである。

もう一つの問題は，貸方法人税等調整額を対応させて得られる当期純損失

を当期の経営成績と見なすべきかどうかである。当期の経営成績は次期以降

の経営成績とは無関係に決定される成績のはずである。しかし，この繰越欠

損金にかかる貸方法人税等調整額は次期以降の課税所得の存在に依存する。

そのような法人税等調整額を加算して得られる当期純損失を当期の成績と認

めることはできない。

しかし，繰越損失に関する税効果の認識を行わなければ，税効果が現れる

会計期間の税引前当期純利益と法人税等の合理的対応が損なわれる。損失発

生期に繰越欠損金の税効果を認識すれば，損失発生期の当期純損失と法人税

等の合理的対応を損ない，繰越欠損金の税効果を損失発生期に認識しなけれ

ば，繰越欠損金の損金算入期の税引前当期純利益と法人税等の合理的対応が

損なわれる。この矛盾を解消する工夫が必要である。

�２ 回収可能性テスト

将来減算一時差異にかかる税効果は，「将来の会計期間において回収…（中

略）…が見込まれない税金の額を除き，繰延税金資産…（中略）…として計上

しなければならない」（税効果会計基準，二）。すなわち，将来減算一時差異

が発生した場合には，回収可能性テストを行い，回収可能額の範囲内で繰延

税金資産を計上しなければならない。回収可能性は次の三つの条件を満たす

ときに認められる（個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針，以

下「実務指針」，２１）。

①課税所得の十分性

②タックスプランニングの存在
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③繰延税金負債の十分性

繰延税金資産は，資産であるから，その認識には資産の定義と認識規準を

満足させる必要がある。繰延税金資産の資産性は法人税等としての将来の

キャッシュアウトフロー節約効果である。この節約効果が現れる可能性を問

うのは当然である。回収可能性テストを行い，テストに合格すれば，繰延税

金資産が計上され，法人税等調整額が計上されて，その結果，税引前当期純

利益と法人税等との対応も合理的なものとなる。しかし，回収可能性テスト

の満足な結果が得られないときには，繰延税金資産は計上されず，法人税等

の調整も行われない。一時差異が存在するにもかかわらず，法人税等の調整

が行われず，結果的に税引前当期純利益と法人税等の対応は損なわれたまま

に放置される。これは，資産負債法を採用した結果，税引前当期純利益と法

人税等との合理的対応が犠牲にされている一側面である。我が国税効果会計

基準で掲げられている目的を達成するには，この問題の解決を図らなければ

ならない。

�３ 税効果の負担可能性の検討

将来加算一時差異に係る税金の額は，「将来の会計期間において…（中略）

…支払が見込まれない税金の額を除き，…（中略）…繰延税金負債として計上

しなければならない」（税効果会計基準，二）。将来加算一時差異に関しては，

将来の法人税等支出が増加する範囲内で，繰延税金負債が計上される。これ

も資産負債法を採用するかぎり当然である。しかし，繰延税金負債の支払可

能性がないとの判定は「事業休止等により，会社が清算するまでに明らかに

将来加算一時差異を上回る損失が発生し，課税所得が発生しないことが合理

的に見込まれる場合に限られる」（実務指針，２４）。したがって，支払可能性

の考慮の結果として，繰延税金負債が計上されないケースは希であると思わ

れる。

しかし，このようなケースが生じた場合には，繰延税金負債は計上されず，
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法人税等の調整も行われない。その結果は，将来加算一時差異が存在し，税

引前当期純利益と法人税等の合理的対応が損なわれているにもかかわらず，

回復措置を行わないこととなる。この問題も解決を要する。

�４ 将来税率の適用

繰延税金資産および繰延税金負債の金額は，回収または支払が行われると

見込まれる期の税率に基づいて計算するものとされている（税効果会計基準，

二）。すなわち，税効果を測定する際に用いられる税率は将来の税率である。

恣意的計算を排除するために，将来の税率変更が税法の改正等で確定してい

るのでなければ，現行税率を適用するが，基本的な考え方では税効果の測定

には税効果が現れる時点の税率が適用される。これは繰延税金資産の経済的

便益が将来の法人税等支出節約額であり，繰延税金負債が将来の税金支出増

加額であるからである。

しかし，税引前当期純利益と法人税等との合理的対応という観点からは，

法人税等の調整に用いる税率は当期の税率でなければならない。これをケー

ス２を用いて，検討する。

ケース２ 当期に計上した減価償却額のうち１００が損金不算入である。当

期の税引前当期純利益は１００である。当期の法人税等の税率は２０％で，次

期以降の法人税等の税率は３０％である。繰延税金資産の回収可能性は認め

られる。

このケースでは，法人税等の申告納税額は，税引前当期純利益に減価償却

の損金不算入額を加えて現行税率で計算すると，４０となる。しかし，企業会

計上税引前当期純利益が負担すべき法人税等は税引前当期純利益に現行税率

を適用して得られる２０にすぎない。法人税等申告納税額に調整を加え，税引

前当期純利益と法人税等の合理的対応をはからなければならない。そのため

に，将来減算一時差異１００に当期の法人税等税率２０％をかけて法人税等調整
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額２０が導かれる。この計算結果に基づく損益計算書は図表４のように表示さ

れ，貸借対照表は図表５のように表示される。

図表４ 損益計算書 図表５ 貸借対照表

税引前当期純利益 １００
法人税等 ４０
法人税等調整額 ２０ ２０
当期純利益 ８０

資産の部
繰延税金資産 ２０

これにより，損益計算書では税引前当期純利益と法人税等の合理的対応が

実現している。しかし，貸借対照表上の繰延税金資産は将来の税金減算効果

を正確に現していない。

同ケースに資産負債法を適用し，次期の税率を用いて税効果を認識すると，

損益計算書は図表６のとおりになり，貸借対照表は図表７のようになる。

図表６ 損益計算書 図表７ 貸借対照表

税引前当期純利益 １００
法人税等 ４０
法人税等調整額 ３０ １０
当期純利益 ９０

資産の部
繰延税金資産 ３０

将来税率を用いた計算では，損益計算書の税引前当期純利益と法人税等の

対応の合理性は損なわれるが，貸借対照表上の繰延税金資産は将来の税効果

を正しく反映している。我が国税効果会計基準では将来税率を採用している

から，損益計算書上の税引前当期純利益と法人税等の合理的対応を犠牲にし

ていることになる。税効果会計基準で掲げられている目的を達成すべきであ

るなら，この問題の解決を図らなければならない。

�５ 税率変更の影響額

税効果会計基準では，税効果を測定するための税率を当該一時差異解消時

の税率とするが，法人税法等の改正で税率の改正が確定していない限り，差

異発生時の税率を適用して繰延税金資産または繰延税金負債を測定する。し

かしながら，差異発生の翌期以降差異解消時までに税率の改正が行われた場

税効果会計基準の合理的対応阻害要因とその除去（太田） －３４１－
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合には，当該改正税率に基づき税効果の再測定が行われる（税効果会計基準

注解，以下「注解」，注６）。再測定に基づく繰延税金資産または繰延税金負

債の増減額は当該税率改正が行われた年度の表人税等調整額に含めることと

されている（注解，注７）。しかし，この場合の法人税等調整額の増減額は

当該年度の税引前当期純利益とは無関係である。したがって，差異発生後の

税率変更による税効果増減額を税率改正が行われた期の法人税等調整額に含

める措置は，法人税等と税引前当期純利益の対応の合理性を損なう要因とな

る。これをケース３で例証する。

ケース３ X１期および X２期の税引前当期純利益はともに１００であった。

X１期に将来減算一時差異が発生し，X３期にこの差異は解消する。X１

期の法人税等税率は２０％であったが，税率改正の予定はなかった。X２期

になり，法人税等の税率が３０％に改正された。

このケースの税効果を現行の税効果会計基準によって認識する場合の X２

期の会計処理は次のとおりであり，この処理結果による X２期の損益計算書

は図表８のとおりである。

（借）繰延税金資産 １０（貸）法人税等調整額 １０

図表８ X２期 損益計算書

税引前当期純利益 １００
法人税等 ３０
法人税等調整額 １０ ２０
当期純利益 ８０

法人税等調整額１０を控除した後の法人税等２０が税引前当期純利益と合理的

に対応しているとはいえない。したがって，当期純利益８０も当期の経営成績

を適切に表示しているとは言えない。

�６ 回収可能性の変化による繰延税金資産の増減

繰延税金資産の回収可能性については，毎期見直しを必要とする（実務指

－３４２－
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針，２３）。将来減算一時差異発生期に繰延税金資産の回収可能性テストを満

足させることができずに，繰延税金資産が計上されなかった場合でも，翌期

以降に，回収可能性テストを満足させるような条件の変化が生じた場合には，

繰延税金資産を計上することができる。また，すでに計上済みの繰延税金資

産について，回収可能性に係る条件の変化で，計上すべき金額に増減が生ず

ることもある。このように，将来減算一時差異の発生後解消までの間に生じ

た繰延税金資産の増減に対応する法人税等調整額は，その増減が生じた期の

損益計算書に法人税等調整額として計上することとされている（実務指針，

２３）。この場合の法人税等調整額増減額に当該期の税引前当期純利益との対

応関係を認めることはできない。したがって，回収可能性の変化による繰延

税金資産増減に係る法人税等調整額も税引前当期純利益と法人税等の合理的

対応を阻害する要因である。

４ 合理的対応を可能にするための改善策

先に掲げた対応阻害要因は，税率改正や租税制度上の特典として生じる税

効果に係るものと企業の経営状態やタックスプランニングの変化など企業側

の事情の変化によって生じる税効果に係るものに分類することができる。図

表１の１，２，および３が前者に属し，４，５および６が後者に属する。こ

の分類に応じて，阻害要因の影響を除去しなければならない。

�１ 繰越欠損金の税効果

繰越欠損金の税効果を認識するさいの貸方法人税等調整額は税引前当期純

損失に対応させるのではなく当期純損失表示後に制度的利益として表示し，

繰越利益剰余金に加算する。それによって，税効果会計の目的とする対応関

係が維持される。改善案をケース１に適用すると，損益計算書の表示は図表

９のようになる。
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図表９ 損益計算書

税引前当期純損失 １００
法人税等 ０
当期純損失 １００
制度的法人税等節約額 ４０
繰越利益剰余金増減額 ６０

２� 将来税率の使用

繰延税金資産または繰延税金負債の計算に将来税率を適用することによる

合理的対応の阻害は，税引前当期純利益に対応させるための法人税等の調整

を一時差異発生時の税率を用いることにより解消する。それと同時に，繰延

税金資産および繰延税金負債の計算には一時差異が解消する期の将来税率を

用いる。将来税率による計算と差異発生時税率による計算の差異は税率改正

という企業のコントロールの及ばない制度変更から生じるものであるから，

制度利益または制度損失として当期純利益の後に加減する。この方法を将来

減算一時差異の例であるケース２に適用すると，会計処理は次のようになる。

（借）繰延税金資産 ３０（貸）法 人 税 等 調 整 額 ２０

制度的法人税等節約額 １０

この処理を行うと，損益計算書は図表１０のように表示され，貸借対照表は

図表１１のように表示される。

図表１０ 損益計算書 図表１１ 貸借対照表

税引前当期純利益 １００
法人税等 ４０
法人税等調整額 ２０ ２０
当期純利益 ８０
制度的法人税等節約額 １０
繰越利益剰余金増減額 ９０

資産の部
繰延税金資産 ３０

ケース２の一時差異を将来加算一時差異の例である特別償却１００に置き換

え，企業会計上の税引前当期純利益を２００に置き換えると，税効果を認識す

－３４４－

（１２）



るための会計処理はつぎのようになる。

（借）法 人 税 等 調 整 額 ２０（貸）繰延税金負債 ３０

制度的法人税等増額 １０

この処理を行うと，損益計算書は図表１２のように表示され，貸借対照表は

図表１３のように表示される。

図表１２ 損益計算書 図表１３ 貸借対照表

税引前当期純利益 ２００
法人税等 ２０
法人税等調整額 ２０ ４０
当期純利益 １６０
制度的法人税等負担増額 １０
繰越利益剰余金増減額 １５０

負債の部
繰延税金負債 ３０

ここで提案した方法では，法人税等調整額が一時差異発生時の税率で計算

される。その結果法人税等から法人税等調整額を差し引いた調整後法人税等

は税引前当期純利益が負担すべき税額となり，対応が合理的となる。他方，

将来の税効果を資産または負債としてより正確に計上するために，一時差異

解消時の税率（将来税率）で繰延税金資産または繰延税金負債を計算する。

現行税率と将来税率の差から生じる差額は税率改正による制度的利益または

制度的損失として当期純利益の後に記載し，繰越利益剰余金の直接的増減項

目とする。

この処理方法は，税引前当期純利益と法人税等の合理的対応を目的として

繰延法の考え方を，繰延税金資産および繰延税金負債の適正な計上を目的と

して資産負債法の考え方を採用するものである。したがって，この方法は繰

延法と資産負債法を組み合わせた折衷法であるといえる。

�３ 税率変更

一時差異発生後の税率変更によって繰延税金資産または繰延税金負債に増

減が生じた場合の当該増減額は税制の改正によるものであるから，制度利益

として当期純利益の次に表示し，繰越利益剰余金の直接増減額とする。この
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措置により。税引前当期純利益と調整後法人税等の対応が合理的となる。ケー

ス３に適用すると，X２期の再測定結果の処理は次のように行われる。

（借）繰延税金資産 １０（貸）制度的法人税等節約額 １０

この処理による損益計算書は図表１４のとおりである。この措置により，税

引前当期純利益と法人税等の合理的対応は保たれ，当期純利益が当期の経営

図表１４ X２期 損益計算書

税引前当期純利益 １００
法人税等 ３０
当期純利益 ７０
制度的法人税等節約額 １０
繰越利益剰余金増減額 ８０

成績を適切に表示することとなる。

�４ 税効果の回収可能性テスト

将来減算一時差異が発生しても，回収可能性テストを満足させないという

理由で，繰延税金資産が計上されないとすれば，一時差異発生時の税引前当

期純利益から控除される法人税等が過大になり，対応関係が損なわれる。こ

の問題を解消するために，回収可能性の有無を問わず，法人等の調整を行う

ことが必要である。すなわち，税引前当期純利益と法人税等の対応は繰延法

の考え方に即して行う。他方，一時差異の税効果の回収可能性は認められな

いのであるから，資産負債法の考え方に即して，資産の認識は行わない。資

産処理しない部分は当期の費用でもないから，当期純利益の次に記載して繰

越利益剰余金にチャージする。ケース２で，繰延税金資産の回収可能性が認

められなかったとすれば，会計処理は次のように行われる。これはいったん

繰延税金資産を計上し，その直後に資産性を喪失したとみなした場合の処理

と同じである。

（借）税効果損失額 ２０ （貸）法人税等調整額 ２０

図表１５は回収可能性テストを満足させないことを理由に，税効果に係る会

－３４６－
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計処理を全く行わなかった場合の損益計算書であり，図表１６はここで提案す

る方法で税引前当期純利益と法人税等の合理的対応を図った場合の損益計算

書である。

図表１５ 損益計算書 図表１６ 損益計算書

税引前当期純利益 １００
法人税等 ４０
当期純利益 ６０

税引前当期純利益 １００
法人税等 ４０
法人税等調整額 ２０ ２０
当期純利益 ８０
税効果損失額 ２０
繰越利益剰余金増減額 ６０

�５ 税効果の負担可能性の検討

将来加算一時差異が発生しても，将来の支出可能性の検討結果として，繰

延税金負債計上額を支出可能性のある金額の範囲内に抑制すれば，一時差異

発生時の税引前当期純利益から控除される法人税等が過小になり，対応関係

が損なわれる。この問題を解消するためには，支払可能性の有無を問わず，

法人税等の調整を行う必要がある。すなわち，税引前当期純利益と法人税等

の対応は繰延法の考え方に即して行う必要がある。しかし，支払可能性が認

められない金額を繰延税金負債として貸借対照表負債の部に計上することも

適当ではないから，資産負債法の考え方に即して，負債の認識は行わないか

金額を制限する。負債処理しない部分は当期の収益でもないから，当期純利

益に加算する形で繰越利益剰余金を増加させる。

�６ 回収可能性の変化の影響額

一時差異発生後の会計期間において回収可能性が変化したことによる繰延

税金資産の増減額は当該期間の税引前当期純利益額とは無関係であるから，

回収可能性が変化した期の法人税等調整額に含めず，当期純利益の後に記載

して，繰越利益剰余金の直接的増減額とする。

以上の措置は税効果会計基準で掲げられている税引前当期純利益と法人税
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等を合理的に対応させ，同時に繰延税金資産およに繰延税金負債の適切な認

識を行うための厳密な措置である。もしも，税効果会計の目的を一時差異等

の税効果の認識だけにおくならば，このような処理は不要である。税効果会

計基準の目的に関して，「税効果会計の目的には，税引前当期純利益と税費

用の合理的な対応に加えて，適正な繰延税金資産・負債の認識などを掲げた

方が間違いはないであろう」（斉藤静樹，「税効果会計」意見書の概要，企業

会計第５１巻第３号，１９９９，２０頁）との認識もある。この認識は，税引前当期

純利益と法人税等の合理的対応という目的の否定ではない。否定でない以上，

対応阻害要因は排除する必要がある。

結 び

会計基準を経験の蒸留とみたり，会計慣行とみるならば，会計基準の全体

に論理的一貫性を期待することはできないであろう。税効果会計基準は新規

の会計基準であり，その実務的浸透を促すための理解可能性を優先して，論

理的一貫性を犠牲にすることがあるかもしれない。また，対応阻害要因で

あっても，重要性の乏しい項目に，本来の厳密な会計処理を要求し，対応の

合理性を徹底して追究する必要もないであろう。本稿での主張に対してはこ

のような反論があり得る。

税効果会計基準の理解可能性を促進するねらいがあったとしても，当該会

計基準の基本目的の表明をゆがめておいて，はたして理解が深まるかどうか

疑問である。目的は明確に表明し，その上で理解可能性を考慮すべきではな

いか。

重要性はどのような会計基準の設定でも考慮されるべきは当然である。し

かし，ここで提起した対応阻害要因のすべてが重要性に乏しいとの記述は意

見書にも税効果会計基準にも見あたらない。すべての阻害要因の重要性を画

一的に否定する根拠があるとは思えない。
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会計基準に内在する矛盾は，特に会計基準設定機関が設置され，概念フ

レームワークを頂点にした演繹的手法をも用いて会計基準が設定される環境

下では，長期的には解消する努力が必要である。

ここで取り上げた問題は税効果会計基準の基本目的として，「税引前当期

純利益と法人税等の合理的対応」を掲げていることに由来する問題である。

合理的対応だけを税効果会計の目的として掲げつづけるのであれば，やはり，

本稿で指摘した対応阻害要因を除去する努力が必要である。そうではなく，

税効果会計の目的を税引前当期純利益と法人税等の合理的対応に加えて，税

効果の資産または負債としてのオンバランス化をも掲げるように改正するな

らば，二つの目的が同時に達成できるように，阻害要因の影響を除去する工

夫が必要であり，本稿で提示した方法が参考になるであろう。
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